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地名 受託団体名 名称 所管 経緯 

北海道 

釧路市 

NPO地域生活支援ネッ

トワークサロン 

地域パーソナル・サポートセン

ターえにぃ  

釧路市 経済部商業労

政課 

1 次募集 受託 NPOが関心を有しており、道、市をプッシュした 

岩手県 NPO いわて生活者サポ

ートセンター 

これからのくらし仕事支援室  岩手県商工労働観光部

雇用対策労働室 

国の事業として始まるという情報を得て、県に働きかけ、企画コンペで受

託 

岩手県 奥州市商工会議所 県南地域パーソナル・サポー

ト・センター  

岩手県商工労働観光部

雇用対策労働室 

県からの情報により、手をあげた。 

千葉県 

野田市 

NPO キャリアデザイン研

究所 

求職者総合支援センター(パ

ーソナルサポートセンター）  

野田市民生経済部 商

工課 

中央省庁出身の市長が内閣府の男女共生参画の委員会などを通じて

PS 事業を知り、障がいや若者就労支援や DV被害者支援をさらに展開

させるために、市が手を上げた。受託 NPOは柏で若者サポステを運営

しており、野田市とも関係があった。 

神奈川県

横浜市 

NPO ユースポート横浜 横浜パーソナル・サポート・サ

ービス 生活・しごと∞わかもの

相談室  

横浜市こども青少年局 1 次募集 市役所のこども青少年局のイニシアティブで、若者就労支援

関連の NPOネットワークが受託 

長野県 長野県労働者福祉協議

会 

ながのパーソナル・サポート・

センター  

長野県商工労働部労働

雇用課 

労福協が関心を示し、県にプッシュする形で、労福協が手をあげた 

静岡県 

浜松市 

NPO青少年就労支援ネ

ットワーク静岡  

浜松市パーソナル・サポート・

センター  

浜松市産業部産業総務

課 雇用支援グループ 

内閣府にも関係していた若者就労支援系のNPOが関心を持ち、県から

の情報も得て、手をあげた 

岐阜県 パソナ 岐阜県パーソナル・サポート・

センター  

岐阜県商工労働部労働

雇用課雇用対策担当 

東海地方からは一つだすという意気込みで県の商工労働部が手を上

げ、民間に委託 

滋賀県 

野洲市 

野洲市 しごと・くらし相談コーナー（市

民生活相談室併設） 

野洲市市民部市民生活

相談室 

多重債務相談から総合相談窓口に広がり、市が手を上げた 

京都府 新規任意団体立ち上げ

「京都府パーソナルサポ

ートセンター」 

京都府パーソナル・サポートセ

ンター  

京都府商工労働観光部

雇用対策労働室 

1 次募集 就労支援に積極的な府の商工労働部が主導し、手を上げ、

任意団体を設立、運営 

京都府 

京丹後市 

京丹後市 京丹後市『くらし』と『しごと』の

寄り添い支援センター  

京丹後市 健康長寿福

祉部生活福祉課 

内閣府勤務経験のある市長が主導して、市が手を上げた。調整の時間

もなく市の直営、福祉部署で受けた 

大阪府 大阪府 大阪府パーソナル・サポート事

業推進センター  

大阪府商工労働部雇用

推進室雇用対策課 

大阪では、大阪府と府内市町村が協働して、200２（平成１４）年度から、

地方自治体の雇用・就労施策として「地域就労支援事業」を取組んでき

た。事業の仕組みは、住民に最も身近な市町村に就職困難者の自立･

就労を支援する相談窓口とコーディネーターを配置し、雇用・福祉・医

療・教育部門等が制度横断的に就職困難者を支援することとし、2004

（平成 16）年度以降、府内の全市町村が実施してきた。当事業は、年々

利用者が増加する一方で、就職困難者の阻害要因が複雑・複合化し、

解決できない課題も山積している。 

 こうした状況の中、大阪府、豊中市、吹田市、箕面市は「地域就労

支援事業」の経験・蓄積を基に、事業住民に身近な市町村（３市）を主

体とした「おおさかパーソナル・サポート・モデルプロジェクト」を共同で

提案した。「基礎自治体と広域自治体の役割分担と連携」をコンセプト

に、住民に身近な市町村（３市）が主体となり、寄添い型の支援を実施。

府は、３市をバックアップして広域的課題や総合調整などを担うことで相

乗効果を発揮することを大きな特徴としている。 

大阪府 大阪府 大阪府ソーシャル･ビジネスセ

ンター 

大阪府商工労働部雇用

推進室雇用対策課 

大阪府 

豊中市 

豊中市 豊中市 PSC、豊中くらしかん

PSC、豊中社会福祉協議会

PSC  

豊中市市民協働部 

大阪府 

吹田市 

吹田市 PSC すいた、サポートスペース

赤レンガ 

吹田市産業労働にぎわ

い部労働政策室 

大阪府 

箕面市 

箕面市 PSC箕面中央(らいとぴあ 21)、

PSC 箕面東(あおぞら) 

箕面市地域創造部商工

観光課労働グループ 

大阪市 大阪市パーソナル・サポ

ート・モデル推進事業共

同事業体（自彊館、釜ヶ

崎支援機構） 

大阪市パーソナル・サポート・

モデル推進事業推進室 

大阪市健康福祉局生活

福祉部地域福祉課(ﾎｰ

ﾑﾚｽ自立支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 

情報を得て、ホームレス・あいりん対策に積極的な市の健康福祉局が受

け皿となった 

島根県 島根県社会福祉協議会 島根県パーソナル・サポート・

センター  

島根県商工労働部雇用

政策課雇用対策グルー

プ 

県社協の中期計画で提言を出したところ、県からの情報提供があり、県

社協が受けることになった。NPO でなく県社協で受けたのは、NPOがま

だ未発達なので、NPO の後方支援という役割も。 

山口県 山口県労働者福祉協議

会 

パーソナル・サポートセンター

やまぐち   

山口県商工労働部労働

政策課雇用・労働企画

班 

もともと就労支援や生活支援を熱心に行い、県からの受託も多く密接な

関係を有していたこともあり、県からの情報により、労福協が手をあげた 

徳島県 徳島県労働者福祉協議

会 

パーソナル・サポート・センター

とくしま  

徳島県商工労働部労働

雇用政策局労働雇用課 

県からの情報により、労福協が手をあげた 

福岡市 新規任意団体立ち上げ

「福岡絆プロジェクト共

同事業体」 

福岡絆プロジェクト 福岡市保健福祉局保護

課 

1 次募集 ホームレス支援団体が中心となり関心を示し、最終的に福岡

市が受け、共同事業体が受託 

沖縄県 沖縄県労働者福祉協議

会 

就職・生活支援パーソナル・サ

ポート・センター  

沖縄県商工労働部雇用

政策課 

1 次募集 労福協が関心を示し、県に働きかけた。 

全国のパーソナルサポート事業の一覧 伴走型支援の総合相談センタ
ー 第2のセーフティーネットの切り札的モデル事業 
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以下シート10-21は、水内俊雄「居住保障とホームレス支援から見た生活保護施設」都市問題101-7、51-63頁、2010年
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